
 i 

 

 

報 告 

 

社会参加につながるスポーツのあり方 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年（２０２３年）９月２６日 

日 本 学 術 会 議 

健康・生活科学委員会 

健康・スポーツ科学分科会 



ii 

この報告は、日本学術会議健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会の審議結

果を取りまとめ公表するものである。 

 

第 25期 日本学術会議 健康・スポーツ科学分科会 

 

委員長   宮地 元彦 （第二部会員） 早稲田大学スポーツ科学学術院教授 

副委員長  來田 享子 （連携会員）  中京大学スポーツ科学部教授 

幹事    山口  香 （第二部会員） 筑波大学体育系教授 

幹事    神﨑 素樹 （連携会員）  京都大学大学院人間・環境学研究科共生人間学専攻 

認知・行動科学講座教授 

      家光 素行 （連携会員）  立命館大学スポーツ健康科学部教授 

      小熊 祐子 （連携会員）  慶應義塾大学スポーツ医学研究センター・ 

大学院健康マネジメント研究科准教授 

      柏野 牧夫 （連携会員）  日本電信電話株式会社コミュニケーション科学基礎 

研究所NTTフェロー・柏野多様脳特別研究室長 

      川上 泰雄 （連携会員）  早稲田大学スポーツ科学学術院教授 

      佐々木玲子 （連携会員）  慶應義塾大学体育研究所教授 

      定本 朋子 （連携会員）  日本女子体育大学体育学部特任教授 

      寒川 恒夫 （連携会員）  早稲田大学スポーツ科学学術院教授 

      田畑  泉 （連携会員）  立命館大学スポーツ健康科学部教授 

      福林  徹 （連携会員）  東京有明医療大学保健医療学部柔整復学科特任教授 

       

 

本件の作成にあたっては以下の第24期日本学術会議健康・生活科学委員会健康・スポー

ツ分科会の委員の方々にご協力いただいた。  

 

越智 光夫 （第二部会員） 広島大学学長 

井谷 惠子 （連携会員）  京都教育大学教授 

荻田  太 （連携会員）  鹿屋体育大学体育学部スポーツ生命科学系教授 

田原 淳子 （連携会員）  国士舘大学体育学部教授 

永富 良一 （連携会員）  東北大学大学院医工学研究科教授 

三輪 清志 （連携会員）  味の素株式会社客員フェロー 

 

 

本件の作成に当たっては、 以下の職員が事務を担当した。  

 

事務 増子 則義 参事官（審議第一担当）（令和５年４月まで） 

 根来 恭子 参事官（審議第一担当）（令和５年５月から） 

 山田 寛 参事官（審議第一担当）付参事官補佐（令和５年３月まで） 

 若尾 公章 参事官（審議第一担当）付参事官補佐（令和５年４月から） 



iii 

 作本 明日香 参事官（審議第一担当）付審議専門職付（令和５年３月まで） 

 上野 倖奈 参事官（審議第一担当）付審議専門職付（令和５年４月から） 

 

 



iv 

要旨 

スポーツが健康増進や教育に役立つと言われて久しい。近年では、身体や精神に限ら

ず社会に対するスポーツの価値が注目されている。スポーツを通して、社会的弱者、さ

まざまな格差の下位にある人々、好ましくない環境に生活せざるを得ない人々などが、

差別や孤独から解放され、社会とつながっていくための力となる可能性がある。一方で、

スポーツの世界にも未だに格差や差別が存在し、スポーツの恩恵が全ての人々に行き渡

っていない現実が存在する。そうしたスポーツの力と課題を明らかにするためのエビデ

ンスや活動の事例を明示することで、スポーツの価値を新たな次元で主張し、政策提言・

社会実装につなげることを、本報告の目的とした。 

多くの国民が様々な要因によってスポーツ参画や活発な身体活動を阻害されているこ

とが明らかになってきた。子ども世代では家庭の経済状況や住環境の乏しさ、働く世代

では就労・育児・介護による余暇時間の欠如、高齢者の世代では老化や孤立といった阻

害要因が深刻である。これらの阻害要因を乗り越え、国民が遍くスポーツに参画し、ス

ポーツを楽しみ身体活動を謳歌するためには、国や地方自治体といった行政だけでなく、

企業やNGOなどの多様なステークホルダーが、スポーツや身体活動に取り組みやすい環境

を提供・整備する必要がある。具体的には、職域での働く世代に対するスポーツ参画や

身体活動を促進する就労環境の整備と充実、学校・家庭・地域といった子どもの居場所

における外遊びやスポーツ機会の提供、地域・住民や医療・保健・福祉提供者が連携し

た高齢者に対する社会的つながりの醸成などを挙げることができる。 

スポーツの世界からあらゆる差別や格差を排除し、どのような境遇にあってもいつで

もスポーツに参画することができ、それらを通じた社会参加が促進されるよう、スポー

ツ庁やその外郭団体が主体となって、スポーツ環境の整備を実現するべきである。具体

的には、パラリンピック・デフリンピック・スペシャルオリンピックスなどの障がいの

違いを考慮したスポーツ機会の一層の充実、少数・先住民族が大切にしてきた民族スポ

ーツを含む伝統文化の保護と育成、女性や性的マイノリティのスポーツリーダーの育成

と登用、性別二元制や競技志向などスポーツに内在する規範を再考し、多様な参加者を

前提にした組織・ルール・施設・競技運営などの変革、小中学校での義務教育における

保健体育科教育を通した子どもたちに対するスポーツリテラシーの涵養、などを挙げる

ことができる。 

上記の取り組みを遂行・達成するためには、研究者の役割も重要である。子どもや老

人、女性、少数民族といった人々のエビデンスが不十分であり、彼らを対象とした研究

の推進と深化が必要である。また、スポーツや身体活動の場で起こっている事象から得

られるビッグデータを収集し活用するデータサイエンスに挑戦すべきである。加えて、

社会参加につながるスポーツの実現のような大きな目標を達成するために、総合知を生

み出すことができるスポーツ科学への発展を加速すべきである。 

これらの取り組みによって、差別の対象となる人々や格差の下位にある人々がスポー

ツを通して差別や格差から解放され、社会参加につながることが期待される。スポーツ

には、人々をつなげる力、多様な人々を社会参加に導く力がある。その力をより活かす

ために、誰ひとり取り残さずスポーツを楽しむことができる社会や仕組みを構築してい

かねばならない。 
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１ はじめに 

スポーツが健康増進や教育に役立つと言われて久しい。スポーツ基本法においても、ス

ポーツは「心身の健全な発達、健康及び体力の保持増進、精神的な充足感の獲得、自律心

その他の精神の涵養等のために個人又は集団で行われる運動競技その他の身体活動」と記

されている1。近年では、身体や精神に限らず社会に対するスポーツの新たな価値が注目さ

れている。  

国際連合（国連：UN）は2008年に、国連開発と平和のためのスポーツ事務局（UNOSDP）

を設置し、「スポーツは、 他人に対する尊敬の意と人々の間の対話を促進し、子どもと若

者が生きるために必要な術や能力をもたらし、障がいの有無にかかわらず全ての人々の社

会への参画を促し、 男女の平等を促進し女性のエンパワーメントに貢献し、 身体の健康

のみならず心の健康を向上させる。」と述べている。2015年には、持続可能な開発のため

の2030アジェンダ宣言で、「スポーツは、 持続可能な開発における重要な鍵となるもので

ある。我々は、スポーツが寛容性と尊厳を促進することによる、開発および平和への寄与、

また、健康、教育、社会包摂的目標への貢献と同様、女性や若者、個人やコミュニティの

能力強化に寄与することを認識する。」と述べ、持続可能な開発目標（SDGs）のいくつか

の項目の達成に向けた重要かつ強力なツールとして、スポーツがその役割を果たすことが

期待されている2。 

ユネスコは2015年に「体育・身体活動・スポーツに関する国際憲章」を公表し、「体育・

身体活動・スポーツは、健康、社会・経済的発展、若者の自律、和解、平和など、さまざ

まな個人的及び社会的恩恵をもたらし、すべての人は、人種、ジェンダー、性的指向、言

語、宗教、政治的又はその他の意見、国民もしくは社会的出身、 財産、 その他一切の理

由に基づく差別を受けることなく、 体育・身体活動・スポーツを行う基本的な権利を持

つ。 」とした3。すなわち、スポーツには、すべての人々が差別や孤独から解放され、社

会とつながっていくための力が期待されている。   

我が国では、文部科学省がスポーツ基本法の規定に基づき、2017年３月に第２期「スポ

ーツ基本計画」を策定し、（1）スポーツで「人生」が変わる！（2）スポーツで「社会」

を変える！（3）スポーツで「世界」とつながる！（4）スポーツで「未来」を創る！をス

ローガンに掲げ、「スポーツ参画人口」を拡大し、「一億総スポーツ社会」の実現に取り

組んだ4。2022年４月からの第３期「スポーツ基本計画」において、「スポーツそのものが

有する価値」(Well-being：ウェルビーイング)や、「スポーツが社会活性化等に寄与する

価値」を更に高めるべく、スポーツを「つくる/はぐくむ」、スポーツで「あつまり、とも

に、つながる」、スポーツに「誰もがアクセスできる」の３つの新たな視点に基づき、ス

ポーツ庁による施策が進められている5。 

日本国憲法第14条第１項において、「すべて国民は、法の下に平等であって、人種、信

条、性別、社会的身分又は門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別さ

れない」と規定されている。しかし現実には、障がい者、他国籍者、貧困者、性的少数者

など様々な人々が差別の対象とされ、 一見差別の対象に見えない人々、社会・経済的格差

や老化に伴って生じる生物学的格差の下位に位置する人々が一定数存在し、格差拡大によ

る不利益を被っている事実は否めない。このような差別や格差は、包摂性や多様性が重視



 2 

される今日においても、スポーツに関連する差別や格差に結びついていると思慮される。  

スポーツを通して、社会的弱者や好ましくない環境に生活せざるを得ない人々などが、

差別や孤独から解放され、社会とつながっていくための力となる可能性がある。逆に、ス

ポーツの世界にも未だに差別や格差が存在し、スポーツの恩恵が全ての人々に行き渡って

いない現実が存在する。そうしたスポーツの力と問題や課題の両方を再認識し、明らかに

するために必要なファクトとエビデンス、これまでの取り組みや活動の事例・実例を収集

し、明示することで、スポーツ基本法やスポーツ基本計画では十分に示されていないスポ

ーツの価値を新たな次元で主張し、政策提言・社会実装につなげることを、本報告「社会

参加につながるスポーツのあり方」の目的とする。  

 

 

２ 我が国におけるスポーツの現状と課題 

本章では、社会に存在する様々な格差が、図らずもスポーツや身体活動への参画に及ぼ

す影響について、ライフステージごとの我が国のデータや事例に基づき課題や問題を示し、

その解決の糸口を考察する。また、ユネスコの体育・身体活動・スポーツに関する国際憲

章で差別の対象となりやすいと指摘される「障がい者」「少数民族」「性的少数者」にお

けるスポーツの現状や課題と、差別を乗り越えて社会参加につながるための取り組みにつ

いて対象ごとに提示する。 

 

（１）働き盛り世代のスポーツ・身体活動 

「スポーツを通じて幸福で豊かな生活を営むことは、全ての人々の権利」というのが

スポーツ基本法やユネスコの「体育・身体活動・スポーツに関する国際憲章」の基本理

念である 3、1。我が国では昨今、社会・経済格差の拡大の傾向が顕著となってきて、低

所得の人ほど身体活動が少なく、スポーツ実施者や運動習慣者が減少もしくは二極化す

る傾向が顕在化している。 
例えば世帯収入 600 万円以上の成人男性の平均歩数 7015 歩に対し、世帯収入 200 万

円未満の男性平均歩数は 5327 歩であった。30 分・週に２日・１年以上継続して軽く汗

をかく程度の運動習慣のない者の割合について、有意差はないものの前者の61.7％に対

し後者では66.4％であったと報告されている 6。コロナ禍に行われた「2020年全国スポ

ーツ・ライフスタイル調査（笹川スポーツ財団）」のデータを用いて検討したところ、

仕事、余暇、移動に関する身体活動や座位行動において、所得や学歴による格差が認め

られた。その中でも余暇の身体活動は格差が大きく、低所得／低学歴ほど少ないことが

わかった 7。2014、2016、2018 年度の同調査のデータを用いて、性・年代ごとに教育・

収入・職業といった社会経済状況（SES）別のスポーツ実施率を検討している。男女で

傾向は異なり、男性では学歴が高い方でスポーツ実施率が高かった。女性では一定の結

果が見られなかった 8,9。国際的には、2018年、システマティックレビューとメタアナリ

シスの結果をまとめライフコース全体にわたる身体活動と SES との関連をレビューし

（DEDIPAC study）、成人期においては特に余暇時間の身体活動とSESに正の相関、仕事

の身体活動とは負の相関を認めるエビデンスがあった 10。 
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そもそも、スポーツ・運動の実施率は、 就労世代で最も低い。 例えば、 国民健康・

栄養調査によると、運動実施率（１回 30 分以上週２回以上１年以上運動を行っている

人の割合）は、就労世代、特に若い世代 20－40 歳台では 20％未満、 20－30 歳台の女

性に至っては10％にも満たない（図１）。仕事や子育てひいては親の介護に追われ、 自

主的にスポーツを行う時間を捻出するのは難しいことから、 これまでの通り個人の自

主性に委ねているだけではスポーツ実施や身体活動の改善は望めない。 そこで近年で

は、就労世代が多くの時間を過ごす職場環境への介入の試みが盛んに行われている。 オ

フィスへの立位デスク導入により、 座位時間の減少だけでなく、 中高強度の身体活動

時間が増加した 11。 職域での座位行動減少を目的とした介入についてコクランレビュー

では、 上下昇降デスクを使用すると、 １年で職場にて座っている時間を１日当たり平

均84～116分間減らす効果があるようだと結論づけている 12。  

 

図１．性別・年代別運動習慣のある者の割合（平成 30 年国民健康・栄養調査結果より
6） 

 

企業・経営者の側からみた場合、 健康経営が注目されている 13。 健康な従業員が収

益性の高い会社を作る、 という概念である 14。スポーツ庁は 2018 年度から従業員の健

康増進のためにスポーツの実施に積極的な企業を「スポーツエールカンパニー（Sports 

Yell Company）」として認定する制度を開始している 15。 実際にこの認定を受けた会社

従業員への調査によると 14、 特に女性において、 スポーツへの認識が変わりスポーツ

実施率が増加したと報告されている。 このように日本でも健康経営に取り組む企業も

実際に現れている 12。  

 人生100年時代、 働く期間が今後さらに長くなることが予想され、 より長期的な視

点に立ったワークライフバランスやスポーツを楽しむことが当たり前になる社会を目

指す必要がある。 そのために、 企業や経営者は、労働衛生の視点からスポーツや身体

活動に取り組みやすい労働環境の整備、健康経営や生産性向上といった視点から経営戦

略としてスポーツや身体活動の奨励に取り組む必要がある。 
 

（２）子どものスポーツ 

現在、 我が国では子どもの７人に１人が相対的貧困という状態にあり、 将来の大き
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な社会課題と言われている。国の「子供の貧困対策に関する大綱」では「貧困の連鎖を

食い止めるためには、 現在から将来にわたって、全ての子供たちが前向きな気持ちで

夢や希望を持つことのできる社会」を目指すことが主張されている。一方で、社会・経

済格差による子どものスポーツ機会や体力の格差を示唆するエビデンスが複数報告さ

れている 16-18。学外スポーツ活動の産業化が進む昨今の我が国の社会環境下で、 特に幼

児および小学生においては、民間企業が経営する団体や組織がスポーツや運動に関連す

る活動の担い手となる割合が高く（それぞれ 52.1％、55.1％）、低所得世帯の子どもで

は、 有償の学外スポーツ団体に参加しにくいなどで以下の図２に示されるようにスポ

ーツ活動率が低いことが指摘されている 16。  

 

図２．子どものスポーツ活動率と世帯年収 （括弧内はサンプル数） 

（出典）ベネッセ教育総合研究所「学校外教育活動に関する調査2009」16 

 
このような現状を鑑み、 スポーツ機会格差解消に対する一層の取り組みが求められ

る。これまで行われてきた、 学校施設（校庭・体育館等）の開放 19、 子どもの放課後

の活動をサポートする「放課後子どもプラン推進事業」20、 児童養護施設でのスポーツ

促進、 千葉市などが開始した低所得者層向けに学習塾や文化・スポーツなど習い事の

費用をバウチャー（利用券）で助成する制度 21、子どもの栄養問題で注目される子ども

食堂をモデルとした、 プレーパークや放課後子どもクラブといった子どもの居場所づ

くりを通して、 子どもたちが安全・安心に体を使った遊びやスポーツなどを楽しむ機

会の提供 22などを参考に、低所得世帯の子どもにフォーカスしたスポーツ機会の増進策

を図り、 スポーツの力を活用すべきである。 加えて、貧困克服に対するスポーツの力

の国民的理解、 特に子どもの保護者の理解の促進、社会・市民が支える仕組みや地域

の支援組織の構築と支援ボランティアの参画、 スポーツや外遊びなど身体を動かせる

場所・設備・支援要員の確保と無償化、 我が国の経済格差とスポーツについてのより

詳細な調査・研究の実施などが必要である。 
 ここまでは子どもを取り囲む環境の整備の必要性について述べてきた。子ども時代の

健康や生活習慣、身体活動習慣は成人以降にも引き継がれるといわれ、特に幼少期や学

童期に適度なスポーツや運動の機会を持ち、十分な身体活動スキルを身につけておくこ

とが思春期、青年期以降の望ましい健康状態を維持する可能性を高めることにつながる

ことが報告されている 23。 またスポーツ全体を見通せば、健康増進のみならず、その楽
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しさや価値を実感しながら、子どもたちが自発的に取り組む態度や能力が涵養される効

果もある。  
近年欧米では、生涯にわたるスポーツの実施を支える基本的な概念として幼少年期か

らの「フィジカル・リテラシー」育成システムの構築が検討されている。 フィジカル・

リテラシーとは、生涯にわたって身体活動の価値を理解し、責任をもってかかわるため

に必要な動機づけ、自信、身体能力、知識や理解力のことをいう 24。すなわち、こうし

た身体的側面のみにとどまらない総括的な能力が身に付くことによって、生涯を通して

健康的で活発なライフスタイルを選択するようになり、自分自身に、また周囲の人に、

そして周囲の環境に有益となり、それらを重んじるようになるという考え方である。 フ
ィジカル・リテラシーは、人生におけるすべてのステージに必要とされ、その基盤を子

ども時代に培うことの重要性が注目されている。 現在では、フィジカル・リテラシー

に関する評価方法の確立やその向上に向けて効果的なプログラムの開発や、プログラム

の介入効果に関する研究もなされている。 運動能力だけでなく情動的な領域への効果

も明らかにされている 25-27。  
我が国においては、第３期スポーツ基本計画の学校体育に関する具体的施策の中に

「生涯にわたって運動やスポーツを継続し、心身共に健康で幸福な生活を営むことがで

きる資質や能力の育成を図る」と記されており、これはフィジカル・リテラシーと共通

する概念といえるであろう。 学習指導要領 28 の中でもこれに通じる具体的内容を読み

取ることができる。 すべての子どもたちに提供される共通した場としての学校、特に

義務教育での体育の重要性は明白である。これまでにも幼児期運動指針 29や日本学術会

議の提言「子どもの動きの健全な育成をめざして～基本的動作が危ない～」30 等で示さ

れているように、幼少期には遊びを通じて楽しみながら多様な動きを獲得し、様々な運

動・スポーツ活動の基盤を作ることが重要であることが提言されてきた。 幼児教育・

保育の無償化政策に合わせた低所得世帯の子どもを含む幼児期での体系的な運動実施

基盤の整備と、義務教育である小学校での体育教育の充実、 およびそれに関わる教諭

や保育士の資質の向上が必要である。 
 

（３）高齢者のスポーツ 

 日本では、 男女ともに平均寿命が80歳を超え、 世界一の超高齢化を迎えている 31。 
人生を重ねる期間の増加は人間としての充実度の高さにつながり得る一方で、 必然的

に生じる「老い」による身体諸機能の低下の度合いがより深刻化し得ることも意味する。 
人口の３分の１を占める高齢者の健康の維持・増進は極めて重要な課題である。 健康

上の問題で日常生活が制限されることがなく生活できる期間である「健康寿命」と生物

学的な寿命との差である「不健康期間」 32は日本では９～13年もの長期に及び 33、 こ
の期間にある高齢者の支援・介護のための財政的・人的負担は極めて大きくなっている。 
日常生活能力を損なう高齢者の健康問題は身体面のみならず精神面においても深刻で、 
いまや高齢者の４人に１人は認知症もしくはその予備軍であると推計されている 34。 
また、 要介護状態の主要な要因となる運動器疾患症候群：ロコモティブ・シンドロー

ムは軽度なものも含めると 5000 万人に達する勢い 35であり、 およそ 2000 万人と推計

されるメタボリック・シンドローム該当者・予備軍の数をはるかに上回っている。現在
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の日本では、 運動習慣のある者の割合は、 男女ともに青年よりも高齢者において高い 

36。 しかし、 歩数の平均値は壮年～高齢者に向かって減少 36しており、 高齢者の運動

習慣は歩数に反映されていない。 米国における大規模な疫学調査によると、 高齢者に

おいて、 加齢とともに通常歩行の速度は男女ともに徐々に低下し、 歩行速度が高いほ

ど平均余命も長い 37ことが示されている（図３）。 高齢者の歩行速度は一歩一歩の歩幅

に強く影響され、 股関節・膝関節まわりの筋力と相関する 38。 このことから、 適切

なスポーツ・身体運動を通じて下肢の筋力を高めることが歩行能力の向上、 ひいては

健康寿命の延伸にも結びつくことが示唆される。 実際に、 下肢の筋力を高めるトレー

ニング（座り立ち動作や体幹・下肢の抗重力運動）を継続することで、 歩行能力やロ

コモティブ・シンドロームの症状が改善することが示されており 38,39、 そのエビデンス

は日本整形外科学会の推奨する「ロコモ・チャレンジ」など、 国内での活動に結実し

ている。  
 一過性および長期の運動は記憶・注意・判断力などの認知機能を高める効果を有する

ことが多くの研究で報告されており、 スポーツ・身体運動の実施は認知症予防策とし

ても有効である。 高齢者の認知機能を改善するためには、 有酸素性運動や筋力トレー

ニングよりも、 協調動作や、 複合した課題を同時に遂行するようなコーディネーショ

ントレーニングが有効である 40ことが示されている。 これらの知見をふまえると、 高
齢者の身体機能と精神機能の双方を維持・向上するためには、 下肢の筋群に負荷を与

えつつ、 複合的な認知課題をこなすようなプログラムが適切である 41。  
 加齢に伴って心身の機能が徐々に低下し、 日常生活に困難が生じる状態に陥る過程

において、 健常な状態−自立度が低下した状態−要介護状態という一連の変化における

中間的な状態は「フレイル」 42と定義される。 フレイルは、 身体的・精神的・社会的

要素を含み、 それぞれの不全が関連し合って負の連鎖を引き起こし、 日常生活能力の

低下や自立度低下による要介護・死亡のリスクを高める 43。一方、 フレイルの発症や進

行は可逆的であり、 適切に介入すれば機能（予備能力・残存機能）を取り戻すことが

できる 44。 フレイルの進行を食い止め、 身体を健常な状態に戻していくためには、 骨
格筋機能の減弱（サルコペニア）への対策を中心としたスポーツ・身体運動の定期的な

実施、 適切な食習慣（栄養摂取・口腔機能の維持と増進）、 積極的な社会参加による

他者との関わり（就労・余暇活動・ボランティアなどを含む）の維持を継続的に実行す

ることが有効である 45。 また高齢者が、 安心・安全な外出や移動を可能にするための

歩道や公共交通機関の充実といった、 スポーツや身体活動を促進するための地域環境

整備 46が必要である。フレイルや要介護状態の深刻になりつつある昨今、 スポーツ・身

体運動の実施や適切な食習慣の維持、 スポーツ活動などを通じた社会参加・地域活動

の担保などに、日本が率先して至急取り組むべきである。 そのために、 政府や自治体

の連携や医学・医学周辺領域、 スポーツ科学・健康科学領域の連携、 そして民間組織

等を活用した有機的・統合的な取り組みが求められよう。 
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図３．歩行速度が０．２ m/秒～１．６ m/秒の高齢者の平均余命 37。 左が男性、右が女

性。  

 

（４）障がい者スポーツ 

 文部科学省のスポーツ振興基本計画 47において、スポーツは「体を動かすという人間

の本源的な欲求にこたえるとともに、 爽快感、 達成感、 他者との連帯感等の精神的

充足や楽しさや喜びをもたらし、 さらには、 体力の向上や精神的なストレスの発散、 

生活習慣病の予防など、 心身の両面にわたる健康の保持増進に資するものである」と

あり、 障がい者においても等しく共有されるものである。  

 2021 年度、障がい児・者 7,245 名のアンケート調査の結果から、週１日以上のスポ

ーツの実施は、７～19 歳が41.7％、 成人が31.1％（新型コロナウィルス（COVID-19）

感染症拡大前の 2019 年度データでは７～19 歳が 30.4％、 成人が 25.3％）である 48。

これは、 2021 年度における障がいのない成人の週１回以上のスポーツ実施率：56.4％

よりも低値である 48,49。これらの原因として、 スポーツの取組に対して「特に運動・ス

ポーツに関心はない」との回答が 42.1％を占めている一方で、「運動・スポーツを行っ

ているが、 もっと行いたい」17.4％、 「運動・スポーツを行いたいと思うができない」

も 19.5％であるといった現状もある 49。スポーツの実施の障壁として、「特にない」

（26.2％）が最も多く、次いで、 「体力がない」（25.2％）、 「時間がない」（14.7％）、 

「金銭的な余裕がない」（12.2％）といった課題が認められている 49,50。障がい者に対し

てスポーツは、自らの可能性にチャレンジすることで、障がい者の心身の健康の維持・

増進、心理的安定、楽しみ作り、仲間作り、社会参加（共生社会の構築）に影響すると

考えられる。そのため、これまでのアンケート調査の結果から、障がい者スポーツを実

施するための施設の拡充、 指導者の拡大、障がい者に対してのスポーツの普及と振興

が必要であることが認められる。加えて、障がい者のスポーツの実施率を向上させるに

は、「障がい者スポーツの国民理解の促進」として、障がいのない者の障がい者に対す

る理解が必要であるが、そのためには、障がい者自身の理解についても必要であると考

えられる。ユニセフは 2019 年度に８～12 歳向けの学校の授業の中で取り組めるツール

キット「Sport values in every classroom: teaching respect, equity and inclusion 

to 8-12 year-old students」を発刊し、これはスポーツによって養われる、尊敬、平

等、インクルージョンについて理論と実践から学ぶことができるテキストとなっている
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50。このように、障がい者と障がいのない者の両者に対するリテラシー教育と両者が共

に取り組むような問題（課題）解決型学習も必要であると考えられる。  

さらに、障がい者は、障がいの範囲が肢体不自由、視聴覚障がい、知的障がいなど多

種であり、その障がいの程度によってもサポートの程度が異なる。近年では、用具の開

発が進み、その利用により、多くのスポーツ種目が実施できるようになってきたが、こ

れらの用具は高額なだけでなく、利用に対しての知識も必要である。また、安全・安心

にスポーツを実施するためには、科学的なエビデンスに基づいたスポーツの実施が求め

られる。2021年度、障がい者が過去１年間実施したスポーツは、階段昇降、筋力トレー

ニング、ウォーキング、体操、散歩といった障がい者にとっても実施しやすい種目が上

位である 48,50が、一方で、種目の選択が限られているともいえる。そのため、障がい者

が多様なスポーツを選択できるようにするためには、国や企業からの財政的な支援や、

現場（指導者）・医師、・研究者の連携による科学的エビデンスの構築といった支援が必

要である。  

障がい者スポーツの普及と振興において、障がい者の競技スポーツは重要な位置づけ

である。競技スポーツの最大のイベントとして、パラリンピックがあり、2021年夏季開

催東京パラリンピックでは162カ国・地域、4,403名の障がい者選手が参加し、22競技

539 種目が実施され、2018 年冬季開催平昌パラリンピックでは 49 カ国・地域、 570 名

が参加した 51。また、パラリンピック以外にも、知的障がい者のための競技スポーツと

して、スペシャルオリンピックス（2019年夏季：190カ国・地域7,500名、2017年冬季

107カ国・地域2,700名が参加）、聴覚障がい者のための総合スポーツ競技世界大会とし

て、デフリンピック（2022年夏季：73カ国・地域2,412名の選手、2019年冬季：34カ

国・地域 493 名の選手）も４年に１度開催されている 51。これらの障がい者の競技スポ

ーツの祭典は、障がい者に対するスポーツの普及と振興を促進する役割と貢献を担って

いる。  

 国連はスポーツとSDGs（持続可能な開発）について密接な関係があると提唱している
522。SDGsは地球上の「誰一人取り残さない（leave no one behind）」ことを誓っており、

「開発と平和のためのスポーツ」という分野を含め、全世界で開発に向けたグローバル

な行動を鼓舞する独自の機会でもあるとしている 53。また、「パラリンピックを介した平

等な人権に対する啓蒙活動」もある。東京2020オリンピック・パラリンピックでは「Be 

better, together／より良い未来へ、 ともに進もう」をテーマとしており、5つの主要

テーマの１つには、Celebrating Diversity～Inspiring Inclusive Games for Everyone

～（多様性の祝祭～誰もが主役の開かれた大会～）を掲げており、大会に関わるすべて

の人々の人権を尊重するため、多様性と包摂を可能な限り最大限確保するとともに、人

権への負の影響の防止又は軽減に努める、となっている 54。このように、障がい者の競

技スポーツの推進は、パラリンピックを始めとする障がい者スポーツ競技の活躍によっ

て障がい者の可能性を障がいのない者や障がい者自身が理解することにつながり、ひい

ては、多様性や包摂を確保し、SDGsを推進させることができると考えられる。 

しかしながら、障がい者のスポーツ競技では、障がい者の中でも障がいの多様性から

同一の条件で競技を行うことが困難である。また、 障がいのある者とない者との混合

で競技を実施することも、近年の用具の高度化による、用具利用のアドバンテージが公
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平性の侵害にあたるとする指摘もある。そのため、競技スポーツを行うにあたっては、

障がいの特性に応じた配慮や工夫が必要であり、障がいの種類や程度に応じたクラス分

けを行い、ルールや用具、運動の仕方を変更する、あるいは、新たに考案して実施する

といったことも検討が必要であろう。一方、 障がいのある者とない者との連携を企画

したスポーツの実施も行われている（チャレスポ）55。このような取り組みから競技ス

ポーツの課題を検討することも必要かもしれない。 

以上より、障がい者スポーツ（リハビリテーションスポーツ、生涯スポーツ、競技ス

ポーツ）の活性化は、スポーツを通じた心身の両面にわたる健康の保持増進への貢献だ

けでなく、一般社会における多様性や包摂の確保や SDGs の推進に大きく貢献できると

考えられる。さらに、障がい者スポーツによるマテリアルやツールの高度化は、高齢化

社会において、高齢者のQOL向上や生産性の向上といった技術革新のシーズになる可能

性もあることから、Society 5.0 実現に貢献することも期待されている。特に、障がい

者競技スポーツは、障がい者の可能性を示すだけでなく、 障がいのある・ないにかか

わらず、人が肉体と精神の鍛練に加えて、それを補強するための技術の創造を連携させ

ることによって極限を追求した成果を示すものであるといえる。したがって、障がい者

スポーツを推進するための課題の解決に計画的に取り組まなければならない。 

 

（５）国籍・民族とスポーツ  

 日本を含め世界の諸国家は、単一民族でなく複数の民族から構成されるのが現実であ

る。他方、国家を構成する諸民族間には権力への接近において差があること、すなわち

差別が存在することがこれまで問題にされてきた 56。 少数民族マイノリティ問題である。

政治・経済・人口において優位に立つ多数民族マジョリティに対し長らく社会的弱者の

立場に置かれた少数民族を擁護すべく、国連人権小委員会はこれを先住民族について

1982年から検討を開始し、2007年に「先住民族の権利に関する宣言」を採択する 57。 
 先住民族を含む少数民族の地位と生活の改善には様々な方策が考えられるが、スポー

ツも有力な方法となり得る。ここでは、２つの方法を提案する。 
 その一つ、これまで成功例として注目されてきたのは、アメリカ合衆国におけるプロ

スポーツである。野球、フットボール、バスケットボール、ボクシングなどにおけるト

ッププレーヤーとしての活躍が少数民族の黒人選手に高収入と社会的上昇を保証した

のである。プロスポーツはアメリカでは白人文化として始まったが、例えば 1871 年に

始まるプロ野球なら1884年のモーゼス・ウォーカーの入団を嚆矢として2020年時点で

は全選手に占める黒人の割合が８．４％、また 1898 年に誕生したプロバスケッボール

なら1950年の黒人３選手の初雇用以来増加を続け、2020年の割合はほぼ80％に達して

いる 58。 
この現象は今日ではアメリカに限らずグローバルに認められるが、これを可能にした

のは、IOC や各競技国際団体が展開する国際スポーツのグローバル・ネットワークの存

在である。ここには、優れたプレーヤーが自由に雇用契約を結んで活躍し、社会的上昇

を果たす市場が用意されている。巨万の富を生むこうしたスポーツ市場ではプレーヤー

の民族や国籍は問われない。そこでは、いわばカルチャー・ロンダリングがおこなわれ

る。評価されるのはプレーヤー個々人の才能であって、民族的背景ではないのである。 
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もう一つの方策は、民族スポーツ（伝統スポーツ）への新しいまなざしである。世界

には実に多くの民族が暮らし、多数民族と少数民族を問わずそれぞれが独自に先祖伝来

のスポーツを伝承する 59。民族スポーツは当該民族に限定的で、しかしそれだけにその

民族の伝統文化が深く刻印されていて、そのために人々のアイデンティティー形成に貢

献してきた。だが、そうした民族スポーツのうち特に少数民族が伝承するものは、近代

西欧の視点から野蛮・未開とさげすまれるのが常であった。この視線は当該民族の人と

文化を否定するもので、民族の名誉の回復が叫ばれて久しい。 
転機は観光がもたらした。少数民族の地へのエコ・ツーリズム、カルチャー・ツーリ

ズム、ネイチャー・ツーリズムが盛行する過程で、少数民族文化を見直す新しい動きが

生まれたのである。これを強く後押ししたのはユネスコが 2003 年に採択した「人類無

形文化遺産保護条約」60 で、これが少数民族文化を国際的にオーソライズした。条約が

対象にしたのは文化人類学的に理解された最広義の文化、つまり生活様式のおよそ一切

であり、当然その中に民族スポーツも含まれ、現に多くの民族スポーツが登録されてい

る 61。登録は2008年から始まったもので2019年までに549件が承認され、そのうち民

族スポーツは競技系が18件（2009年中国の龍舟競漕や2014年ブラジルのカポエイラな

ど）、ダンス系が55件（2008年マラウイの呪療ダンスや2009年アイヌ舞踊など）、心身

健康系が３件（2014年のインドのヨーガや2019年のタイマッサージなど）である。  
伝統文化・民族文化へのユネスコのこうした関心は条約採択当時の世界の大きい時代

精神の現れといってよいもので、日本でも文部科学省が2004年に国民総生産（GNP）向

上を推進する新たな要素として、その国が持つかっこよさ（Gross National Cool: GNC）

を高めることを目的として、「文化資源の保存、活用及び創造を支える科学技術の振興」

と題した報告書を作成し、その中で「遊び、武術・武道、スポーツ」「歌舞」を日本の

文化資源と認めている 62。こうした民族文化のスポーツを評価する新しいまなざしは、

異文化少数民族の存在を肯定し、彼らに名誉の回復と民族の誇り・自信をもたらす効果

を生み出している。民族スポーツを含む伝統文化を主体的にビジネスとして積極的に披

露し、対価を手にする持続可能なツーリズムを営む人々がグローバルに目立つようにな

り、国もこれを支援するようになったのである。 
他方、そうした効果を更に大にするには、民族スポーツの文化情報の収集・保存・開

示を担うスポーツ情報センターやスポーツ博物館、それに世界に散在する諸スポーツ博

物館とのグローバルなネットワークづくりが要請されよう。スポーツは民族的な社会的

弱者に対し、国際スポーツと民族スポーツの２つの方法において、その生活の改善と名

誉回復に貢献しよう。 
 

（６）スポーツとジェンダー 

 19世紀にイギリスで発祥した近代スポーツは、エリート層の男性の教育手段として発

展し、女性の参入はジェンダーへの挑戦の歴史であった。男女平等を希求する国内外の

潮流を受けて、オリンピックなどエリートスポーツでの女性の活躍はめざましく、日常

的な運動・スポーツ実施の割合においても男女差は減少している。学校体育などにおい

てもカリキュラムなど制度上の男女平等は達成されているが、スポーツが内包する身体

的な優位性やこれに基づく性別二分制をどのように克服するかという重い課題が残さ
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れている 63。 

2011 年に制定されたスポーツ基本法では、「スポーツを通じて幸福で豊かな生活を営

むことは、全ての人々の権利」であることが謳われ 1,3、第二期スポーツ基本計画では、

女性のスポーツ実施率の低さや指導者や意思決定に関わる女性の比率の低さの改善が

盛り込まれた 4。また、スポーツが心身の健康の保持増進に重要な役割を果たすととも

に、他者を尊重しこれと協同する精神を培い、人や地域の交流を促進し、 人間関係の

希薄化等の問題を抱える地域社会の再生に寄与するなど、社会参加に果たすスポーツの

価値が明記されている。 

本稿では主として、生涯スポーツにおける男女の差異を確認する。成人の運動・スポ

ーツの実施率は、全体には増加傾向であるが、男性に比べて女性の参加が低い傾向が見

られる（図４）。週１回以上の実施レベルで見ると、 男性58.5％、 女性54.1％であり、

2015 年から 2021 年まで一貫して３-４％近い差異がある。また、 「この１年間にしな

かった」かつ「今後もするつもりはない」と回答した無関心層の割合は、男性12.0％に

対して女性15.9％である。年代別に見ると、男女ともに20代から50代の落ち込みが目

立ち、同時に運動不足を感じる割合もこの年代で高い 48。他の調査でも、実施率の男女

差や20代から50代の低さが明らかで、女性については運動・スポーツ実施の二極化が

指摘されている 64,65。二極化の傾向は、部活動などが活発になる中学校段階から顕著に

なり、好き嫌いや意欲の変化とともに、女性の運動・スポーツ離れの傾向が進んでいる

と推測される。 

 

図４．成人のスポーツ実施率の推移（令和４年度「スポーツの実施状況等に関する世論

調査」スポーツ庁 66） 

 

実施内容では、成人男女ともにウォーキングが62.1％と圧倒的に多く、階段昇降、ト

レーニング、体操が続く。運動・スポーツの実施に対する意識を見ると、運動・スポー

ツを行った理由として、「健康」（76.2％）、「体力増進・維持」(52.0％)、「運動不足」

(48.1％)、「楽しみ、気晴らし」(42.1％)「筋力増進・維持のため」(35.7％)の順であ

り、男女ともに順位は変わらない。年代別では、「健康のため」「体力増進・維持のため」

は高年代ほど高く、「楽しみ気晴らしとして」「友人・仲間との交流として」は 10 代と

20 代で割合が高い。阻害要因は、「仕事や家事が忙しい」「面倒くさい」「年をとった」

「お金に余裕がない」が上位を占め 48、ワークライフバランスや安価な運動・スポーツ
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参加の保証、運動・スポーツへの価値意識向上が課題である。 

 女性のスポーツ離れや二極化が学校期から進むことへの対処としては、競技性よりも

健康や交流など幅広いスポーツの価値を普及し、実践に生かすことが求められる。この

ためには、多様なスポーツ参加者のニーズを把握し、これに応えるための女性リーダー

の登用を一層促進することが求められる。また、幼少期からのスポーツ参加に影響を与

える親の意識改革やメディアにおけるジェンダー表象も重要な課題である。 

 スポーツ実施の動機や阻害要因を勘案すると、日常生活に密着した運動・スポーツの

機会を安価に提供することが求められる。安全で快適にウォーキングなどを楽しめる道

路や公園の整備やワークライフバランスの普及など、アクティブな生活を保証するまち

づくり、生活設計を促進する政策の進展が不可欠である。 

さらに、セクシュアリティや民族、宗教など、多様性への保障を確実なものにするた

めには、性別二元制や競技志向などスポーツに内在する規範を再考し、多様な参加者を

前提にした組織、ルール、施設などの変革が求められる。2023 年６月 23 日から「性的

指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法

律（LGBT 理解増進法）」が施行された 67。この法制定過程では、トランスジェンダー女

性選手がシスジェンダー女性選手の権利を侵害するかのような言説が流布された。スポ

ーツとの関わりの中で性的少数者への理解を深めるための教育・啓発に組織的に取り組

むことが望まれる。特に、性的少数者の国内の各種競技会への参加においては、科学的

根拠が不十分な中で排除が生じないよう、学術・行政・学校・スポーツ組織が連携して

取り組むことが求められる。国際的なスポーツ界では、すでにスポーツにおける公平性

を担保しつつ、人権侵害のないインクルーシブなスポーツ環境を構築するための原則 68 

も示されている。国内競技会における参加資格を設定した好事例 69 もみられる。 

 

（７）スポーツ・身体活動の国際動向  

前述の項目（１）から（６）では、格差や差別の影響を受けやすい人々の我が国にお

ける現状や課題とその方策について記述した。これは我が国のみならず、世界共通の課

題でもある。そこで本項では、国際組織や海外におけるスポーツにおける差別や格差に

対する取り組みを整理した。 

 世界規模でデータを収集し、身体活動の実施率の向上に取り組んでいる組織の筆頭は、

世界保健機関（WHO）である。WHOは、身体活動の効果が健康面・社会面・経済面の多岐

に及ぶことを指摘している。また、この効果は、国際連合（国連）が掲げる持続可能な

開発目標（SDGs）の達成に貢献することを強調している。この認識の下、身体不活動に

対する解決策の柱として４つの目標（アクティブな社会を創造、アクティブな環境を創

造、アクティブなシステムを創造、アクティブな人々を育む）を掲げ、各国への総合的

な取り組みを呼びかけている 70。 

1970 年代から体育・スポーツのあり方や基準を国際社会に提示してきたユネスコは、

2015年「体育・身体活動・スポーツに関する国際憲章」を採択した。この憲章には、ス

ポーツ参加が基本的人権であるという前提に加え、スポーツによって多様な恩恵がもた

らされることとそのための条件整備が明記された。この憲章を踏まえ、2017年第６回ス

ポーツ・体育担当大臣等国際会議（MINEPS VI）では、スポーツ政策の方向性が３つの
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テーマ（「万人のためのスポーツへのアクセスに関する包括的な構想の展開」、「持続可

能な開発と平和に向けたスポーツの貢献の最大化」、「スポーツの高潔性の保護」）で議

論された。その成果物である「カザン行動計画」には、各国における政策を具体的に推

進するための５つのアクションが示された 71。 ユネスコと連動し、国連は国際社会が抱

える社会的課題の解決に特化してスポーツの有用性に着目し、活動を展開している。そ

の具体的実践は、開発と平和、環境問題、人権問題など SDGs に含まれる課題に対し、

スポーツを通じた啓発活動において積極的に展開されている 72。 

対象を限定することによって、課題を顕在化させ、より効率的・効果的な解決をめざ

す国際組織も存在する。女性と少女を対象にした組織の場合、それぞれが独自性のある

活動を展開しつつ、組織間連携や人的交流を行っている 73-75。障がいをもつ人々を対象

にした学会の場合、国際規模の専門組織との連携がみられる 76。国際オリンピック委員

会（IOC）は、オリンピック憲章に規定するオリンピズムの根本原則にもとづき、民族

主義に反対し、インクルージョン（包摂）を推進する活動等を進めている 77。これまで

に述べてきた国際組織を含め、世界に豊富で強力なネットワークをもつ体育・身体活

動・スポーツに関する統括団体が、国際スポーツ科学・体育協議会（ICSSPE）である。

その活動は社会的要請を的確にとらえたものである。たとえば、国際赤十字と連携した

災害後におけるスポーツ・身体活動の介入 78、複数の国際組織と連携した学校における

スポーツの価値の教育を行うための教材開発 79、コロナ禍でのビデオ会議シリーズの展

開 80などがある。 

 国別の組織では、イギリス 81やドイツ 82における、学術情報の提供と公開、実践が参

考になる。 また、デンマークのスポーツ学研究所は、新型コロナウィルス感染防止対

策としてのロックダウンが人々の身体活動に及ぼした影響を迅速に調査し、公表した 83。 

以上の海外動向には、３点の特徴がみられる。１）スポーツ・身体活動の実施率の上

昇にのみ関心を置くのではなく、より広い射程で期待される恩恵を明確にし、具現しよ

うとする取り組みである、２)指標やツールの開発、調査の実施など、効果を測定する

手法の開発に関心を向けている、 ３)組織の特徴を活かしながら、 共通認識をもつこ

とにより連携を強化する。したがって、国内では１)迅速な国内外の情報収集と自国で

の共有および効果的な展開方法の検討、２)日本学術会議をはじめとする学術界、関係

省庁およびスポーツ関連組織が連携し、科学的エビデンスに基づく政策策定・遂行・検

証が適切になされる仕組みの整備、３)国内での取り組みを海外にフィードバックし共

同する仕組みの整備とそのための人材の育成、の３点を一層推進することが課題となろ

う。 

 

 

３ 社会参加へとつながるスポーツのあり方 

（１）スポーツ参画阻害を解消するための環境整備 

多くの国民が、様々な要因によって、スポーツ参画や身体活動の取り組みを阻害され

ていることが明らかになってきた。障がい者、少数・先住民族、性的マイノリティ、貧

困者は言うに及ばず、働く世代は就労・育児・介護による余暇時間の欠如、子ども世代
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は家庭の経済状況や住環境の乏しさ、高齢者の世代は老化の進行や孤立といった、一見

するとスポーツ参画に特別な支援を要しないと思われる人々における阻害要因が深刻

になりつつある。これらの多様な阻害要因を乗り越え、国民が遍くスポーツに参画し、

スポーツを楽しみ身体活動を謳歌するためには、国や地方自治体といった行政だけでな

く、企業やNGOなどの多様なステークホルダーが、スポーツや身体活動に取り組みやす

い環境を提供・整備する必要がある。具体的には、職域での働く世代に対するスポーツ

参画や身体活動を促進する職場環境の整備と充実、学校・家庭・地域といった子どもの

居場所における外遊びやスポーツ機会の提供、地域・住民や医療・保健・福祉提供者が

連携した高齢者に対する社会的つながりの醸成などを挙げることができる。 

 

（２）スポーツにおける差別や格差の解消を通した社会参加の促進 

社会的弱者、さまざまな格差の下位にある人々、好ましくない環境に生活せざるを得

ない人々などが、スポーツを通して差別や孤独から解放され、社会とつながっていくた

めの力をスポーツは秘めている。しかし、スポーツの世界にも障がい、民族、性、貧困

などに起因する差別や格差が存在し、スポーツの恩恵が全ての人々に行き渡っていない

現実が存在する。スポーツの世界からあらゆる差別や格差を排除し、どのような境遇に

あってもいつでもスポーツに参画することができ、それらを通じた社会参加の促進を、

スポーツ庁ならびにスポーツ庁から厚い支援を受けるスポーツ関連団体が主体となっ

て実現するべきである。具体的には、障がい者のスポーツに対する国民的理解の涵養、

パラリンピック・デフリンピック・スペシャルオリンピックスなどの障がいの違いを考

慮したスポーツ機会の一層の充実、少数・先住民族が大切にしてきた民族スポーツを含

む伝統文化の保護と育成、女性や性的マイノリティのスポーツリーダーの育成と登用、

性別二元制や競技志向などスポーツに内在する規範の再考、多様な参加者を前提にした

組織・ルール・施設・競技運営などの変革、小中学校での義務教育における保健体育科

教育を通した子どもたちに対するスポーツリテラシーの涵養などを挙げることができ

る。 

 

（３）社会参加に導くスポーツのあり方に関する研究の推進 

国・地方自治体といった行政、NGOなどの各種団体、教員やスポーツ指導者などの人

材、企業や経営者が管理する職域、住民が作る地域などの多くのステークホルダーが連

携した取り組み無くして、スポーツにおける多様性の確保や包摂の一層の推進は不可能

である。またステークホルダーがより良い選択や行動を取るためには、科学的な根拠が

必要であることから、研究者の役割も重要である。子どもや老人、女性、少数民族など

を対象としたエビデンスの蓄積が不十分であることから、これらのマイノリティを対象

とした健康・スポーツ科学研究の推進と深化が求められている。また、実際のスポーツ

や身体活動の場で起こっているリアルな事象を捉え、エビデンス基づいた意思決定をよ

り確実なものにするために、スポーツや身体活動のビッグデータの収集やデータサイエ

ンスに基づいたスポーツ・身体活動研究に挑戦すべきである。加えて、スポーツを持続

可能な全ての人々の資源に発展させていくために、人文社会系から自然科学系まで広い

学術領域をカバーする健康・スポーツ科学を、 総合知として一層発展させることが望
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まれる。 

 

これらの取り組みによって、差別の対象となる人々や格差の下位にある人々がスポー

ツを通して差別や格差から解放され、社会参加につながることが期待される。スポーツ

には、人々がつながる力、多様な人々を社会参加に導く力がある。その力をより活かす

ために、誰ひとり取り残さずスポーツを楽しむことができる社会や仕組みを構築してい

かねばならない。 
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